第１７章　財政
大阪府の財政
１　普通会計
　昭和50年度の普通会計決算額は、歳入総額8,090億7,500万円、歳出総額8,163億1,400万円となり、49年度に比べて歳入2.0パーセント（155億4,000万円）、歳出4.7パーセント（368億7,800万円）増加している。
　50年度決算の特徴は、まず第一に、実質収支の赤字額が235億5,600万円という膨大な額に達し、財政再建団体転落（50年度では赤字額248億円が転落ライン）への危機に直面していることである。
　第二は、財政の硬直化が進み、弾力性が極めて低くなっていることである。すなわち、税などの経常一般財源のうち人件費や公債費、扶助費等の経常経費に充当した割合が49年度の70.7パーセントから50年度は99.1パーセントとさらに急騰し、新規事業や投資的事業に充当する割合が非常に少なくなってきている。
歳入
　50年度の歳入構造をみると、自主財源（府税、使用料及び手数料、財産収入などのように地方公共団体が自らの力によって確保できる収入）の割合が49年度の76.3パーセントから63.4パーセントへと低下したが、これは主として総需要抑制策によるわが国経済の急速な冷え込みに伴って、府税収入額が低下したためである。
　一方、依存財源（国庫支出金や府債などのように国に依存する収入）の割合が49年度の23.7パーセントから36.6パーセントへと高くなっているが、これは急激な税収入の落ち込みを補てんするために多額の府債を発行したことによる。
　府は従来から、自主度のある行政をめざして自主財源の拡充に努めてきたが、今後とも一層の努力を払っていく必要がある。また、国庫補助負担事業にかかる超過負担や、単に地方交付税の不交付団体という理由による地方譲与税等にかかる財源調整等、現行の財政運営上行われている不合理を撤廃し、依存財源の適正確保に努める等、自主財源、依存財源をあわせた財源総量の拡充を図る必要がある。
歳出
　歳出決算額を行政目的別にみると、最も大きな割合を占めているのは、府立高校の建設費、教職員の人件費、私学助成費等を主な内容とする教育費（総額の35.8パーセント）で、次いで道路、河川、公園等の整備及び府営住宅の建設等を主な内容とする土木費（18.3パーセント）である。
　性質別では、人件費、補助費等の消費的経費の占める割合が57.7パーセント、普通建設事業等の投資的経費の割合が25.7パーセントとなっている。
２　公営企業会計
　府営企業には、上水道、工業用水道、病院、宅地造成、港湾整備、流域下水道の６事業がある。
これらの50年度決算状況をみると、上水道事業の収益的収支は38年度以降毎年赤字を続け、50年度も水道施設建設のために発行した企業債の支払利息の増等によって、49年度の赤字額（21億7,600万円）を上回る33億500万円の赤字となった。
　工業用水道事業は、50年１月から料金改定を行ったこと等によって、8,200万円の純利益が生じた。
　病院事業は、職員の給与費及び材料費の増加等により、赤字額が49年度を上回った。
　宅地造成事業及び港湾整備事業は、千里丘陵住宅地区開発事業及び臨海工業地帯造成事業がほぼ完了したので、50年度において損益計算を実施した結果、宅地造成事業、港湾整備事業とも収益的収支で29億2,900万円、44億5,800万円の純利益が生じた。
市町村の財政
　昭和50年度の府下市町村の普通会計決算額は歳入１兆1,740億円、歳出１兆1,967億円で、49年度に比べて歳入7.4パーセント（807億円）､歳出8.9パーセント（978億円）の微増にとどまった。この結果、実質収支は308億円の赤字となり、49年度の赤字額（199億円）を大幅に上回った。これは、義務教育施設、生活環境施設を中心とする公共施設の整備及び社会福祉の充実に要する経費並びに、人件費、維持管理費の増加、更には、地方債元利償還金の増加等によるものである。
歳入
　歳入決算額の対前年度増加額をみると、市町村税が長期にわたる不況のため、183億円（4.4パーセント）増と伸び悩んだ。また、国庫支出金、地方債等は、それぞれ266億円（19.2パーセント）、603億円（20.1パーセント）増加したのに対し。地方交付税、府支出金、財産収入、繰入金、繰越金、諸収入等はそれぞれ減少している。
　構成比をみると、地方財政の根源となる市町村税（36.9パーセント）及び地方交付税（6.2パーセント）のウェイトが歳入総額の50パーセントにも満たない状態であり、義務的経費の増加傾向からみて、市町村の自主財源の拡充を図らない限り、今後の財政運営はますます困難になることが予想される。
歳出
　目的別では、土木費が2,904億円で歳出総額の24.3パーセント、教育費が2,476億円で20.7パーセントを占めており、この両者で全体の45パーセントに達している。
　次に性質別では、人件費、扶助費、公債費の義務的経費に充当された額は3,749億円で、充当率は45年度の48.4パーセントから大幅に増加して64.0パーセントとなった。その反面、普通建設事業等の投資的経費に充当された額はわずか606億円で、充当率は10.3パーセントと年々減少してきている。
　このように、義務的経費への一般財源充当率が高く、投資的経費への充当率が低くなってきていることは、財政の硬直化傾向を示すものである。
